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1.  22年12月期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 14,063 △0.6 1,041 20.5 1,051 5.1 619 3.6
21年12月期 14,141 5.6 864 11.1 1,000 21.1 597 9.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 6,226.08 ― 4.1 5.2 7.4
21年12月期 6,011.20 ― 4.0 5.1 6.1

（参考） 持分法投資損益 22年12月期  ―百万円 21年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 20,555 15,152 73.7 152,320.98
21年12月期 19,950 14,999 75.2 150,774.96

（参考） 自己資本   22年12月期  15,152百万円 21年12月期  14,999百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 1,095 △33 △396 5,904
21年12月期 713 523 △397 5,303

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― 2,000.00 ― 2,000.00 4,000.00 397 66.5 2.6
22年12月期 ― 2,000.00 ― 2,000.00 4,000.00 397 64.2 2.6

23年12月期 
（予想）

― 2,000.00 ― 2,000.00 4,000.00 ―

3.  23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

8,436 △6.6 1,085 △16.7 1,168 △11.5 674 △14.5 6,775.23

通期 13,836 △1.6 992 △4.8 1,164 10.7 634 2.4 6,373.14
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 100,480株 21年12月期 100,480株

② 期末自己株式数 22年12月期  1,000株 21年12月期  1,000株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年12月期の個別業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 9,640 △3.2 783 8.4 905 4.2 512 △4.7

21年12月期 9,956 0.1 722 5.4 868 4.5 537 0.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年12月期 5,155.66 ―

21年12月期 5,407.49 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 17,562 14,506 82.6 145,825.58
21年12月期 17,643 14,451 81.9 145,265.71

（参考） 自己資本 22年12月期  14,506百万円 21年12月期  14,451百万円

2.  23年12月期の個別業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、本業績予想作成時点において入手可能な情報に基づき当社が合理的と判断した予想であ
り、潜在的なリスクや不確実性が含まれるため、実際の成果や業績は記載の予想と異なる可能性があります。 
 なお、上記予想に関する事項は、３ページ「１．経営成績（次期の見通し）」をご参照下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

6,248 △6.3 960 △17.1 1,053 △14.3 603 △16.7 6,061.52

通期 9,492 △1.5 755 △3.6 945 4.4 500 △2.5 5,026.14
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(1）経営成績に関する分析 

 （当期の経営成績）  

当連結会計年度におけるわが国経済は、円高と株安を基調に推移し経済情勢の自律的好転には至りませんでした。

「水と環境のコンサルタント業界」を取り巻く経営環境は、国民生活に欠かすことのできない社会資本である上下

水道施設の老朽化が進み、体系的・計画的に運営・改築更新していくことが必要であるとされながらも、公共事業予

算の継続的な削減や、顧客ニーズのより一層の高度化・低コスト化の要請等の影響を受け企業間競争がより一層熾烈

になるなど、非常に厳しい状況が続いております。 

このような状況のもと当社グループは、国内におきましては、上下水道施設の長寿命化に向けた資産管理（アセッ

トマネジメント）及び地震対策、浸水対策の分野等において、引き続き積極的な営業活動を行うとともに、総合的な

技術力を駆使し、経済性、安全性及び環境に配慮した様々なコンサルティングサービスを提供してまいりました。 

一方、海外におきましては、国際協力機構（JICA）の円借款事業であるイラク国バスラ上水道整備事業、コスタリ

カ国サンホセ首都圏環境改善事業等の大型案件を始めとして中東、中南米、アジア諸国を中心に相次いで大型案件を

受注したほか、世界水ビジネスの展開については、JICAより水道セクターの官民連携に係る調査業務を受注し、ま

た、PPP（パブリック・プライベート・パートナーシップ）方式によるインフラ輸出については、東南アジアにおけ

る上下水道事業の調査業務を積極的に推進し新たな事業展開を図ってまいりました。 

さらに、当社グループを挙げて、原価管理及び経費の削減徹底を継続して推進してまいりました。 

この結果、当連結会計年度の国内業務受注高は9,366百万円（前期比5.9%減）となったものの、海外業務受注高は

6,485百万円（同53.9%増）と大幅に伸長し、全体では15,852百万円（同11.9%増）となりました。 

売上高は、国内業務が9,775百万円（同3.4%減）、海外業務が4,288百万円（同6.7%増）、全体では14,063百万円

（同0.6%減）となりました。 

利益面では、社外委託費や販売費及び一般管理費の削減により営業利益は1,041百万円（同20.5%増）、経常利益は

1,051百万円（同5.1%増）、当期純利益は619百万円（同3.6%増）となりました。 

  

（次期の見通し（平成23年1月1日～平成23年12月31日）） 

平成23年期におきましては、国の予算審議の動向や地方自治体への交付金制度変更の内容等が不透明でありますが、

公共事業予算全体の削減傾向は今後も継続するものと予想されます。 

こうした厳しい経営環境下、当社グループは戦略的業務領域を設定し、特に、耐震業務、各顧客事業体の経営関連を

含むアセットマネジメント業務、水道業務、さらに海外業務への経営資源の集中、計画的な人材育成等による経営基盤

の強化、グループ内での連携強化を進め、持続的な利益確保を図ってまいります。 

平成23年12月期の業績見通しにつきましては、国内受注高は9,707百万円（前期比3.6%増）、海外受注高は4,336百万

円（同33.1%減）、受注高合計14,043百万円（同11.4%減）、国内売上高は9,700百万円（同0.8%減）、海外売上高は

4,136百万円（同3.6%減）、売上高合計13,836百万円（同1.6%減）、経常利益1,164百万円（同10.7%増）、当期純利益

634百万円（同2.4%増）を予定しております。 

  

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ605百万円増加し20,555百万円となりました。 

流動資産は746百万円増加し11,756百万円となりました。主な要因は、現金及び預金の増加601百万円、未成業務支出

金の増加390百万円、受取手形及び完成業務未収入金の減少282百万円等であります。固定資産は141百万円減少し8,799

百万円となりました。主な要因は、有形固定資産の減少82百万円、投資その他の資産で投資有価証券の増加115百万

円、保険積立金の減少197百万円等であります。 

当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ451百万円増加し5,402百万円となりました。 

流動負債は486百万円増加し3,604百万円となりました。主な要因は、未成業務受入金の増加490百万円であります。 

固定負債は34百万円減少し1,798百万円となりました。主な要因は、退職給付引当金の減少28百万円であります。 

当連結会計年度における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ153百万円増加し15,152百万円となりました。 

主な要因は、当期純利益619百万円の計上による増加、配当金の支払397百万円、その他有価証券評価差額金の減少59

百万円等であります。この結果、自己資本比率は73.7％となりました。 

  

１．経営成績
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②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ601百万円増加し5,904百万円と

なりました。 

なお、当連結会計年度末の各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は1,095百万円となりました。 

収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益1,066百万円、受取手形及び完成業務未収入金の減少272百万円、未成

業務受入金の増加490百万円等であり、支出の主な内訳は、未成業務支出金の増加390百万円、法人税等の支払額450百

万円等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は33百万円となりました。 

収入の主な内訳は、保険積立金の払戻214百万円等であり、支出の主な内訳は、投資有価証券の取得217百万円等で

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は396百万円となりました。これは配当金の支払額であります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移  

（注）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により以下のとおり算出しております。 

(1)自己資本比率：自己資本／総資産 

(2)時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

(3)キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー 

当社グループには有利子負債残高がありませんので、該当ありません。 

(4)インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利息支払額 

利息支払額は、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

(5)海外業務の前受金に利息の支払が発生する場合がありますが、その支払利息は売上代金と相殺されるため、キ

ャッシュ・フロー計算書では利息支払額として表示しておりません。このため、当該前受金は本表では有利子

負債として認識しておりません。 

   

指      標 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期

自己資本比率 (％) 78.8 79.2 79.7 75.2 73.7 

時価ベースの自己資本比率 (％) 60.4 55.8 35.8 48.3 49.7 

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率 
(年) － － － － － 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ 
(倍) － － － － － 
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、より安定した経営基盤の確保と株主資本利益率の向上に努めるとともに、当社を取り巻く経済環境、業績、

配当性向等を勘案して、株主に対し長期的に安定した利益還元を行うことを経営の基本方針の一つとしております。 

内部留保金につきましては、将来にわたり戦略的業務領域（重点課題）への取組み深耕、技術力向上、経営基盤強

化、企業買収及び国際化等に有効に活用し、持続可能な成長を堅持して行く所存であります。 

当期の期末配当金につきましては、日頃の株主様のご支援とご期待にお応えして安定した利益還元を継続すべく、1

株当たり2,000円とすることを、平成23年3月末に開催予定の定時株主総会に上程する予定であります。 

なお、平成22年9月に中間配当金として1株当たり2,000円をお支払いしておりますので、年間配当金は1株当たり

4,000円となります。 

また、次期の配当につきましても、上記の基本方針に基づき１株当たり年間4,000円（内、中間配当金2,000円、期末

配当金2,000円）を予定しております。 

  

(4）事業等のリスク 

当社グループの事業展開上のリスク要因となり、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる事項

には、以下のようなものがあります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び

発生した場合の対応に努める所存であります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成22年12月31日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

  

①事業部門別売上高構成比率について 

当社グループの売上高は、事業部門別では下水道部門の比率が約６割であり、当社グループの業績は下水道部門のコ

ンサルティング業務の需要動向等の影響を受ける可能性があります。 

  

②官公庁への依存度について 

当社グループの国内業務の売上高は大部分が官公庁等（国土交通省他省庁、公団、都道府県、市町村等）向けであ

り、民間会社からの受注はあるものの、この大半も官公庁発注案件であります。したがって、当社グループの業績は国

及び地方公共団体の整備計画、財政政策等に基づく公共投資動向の影響を受ける可能性があります。 

  

③業績の季節変動について 

当社グループの売上高は、官公庁等からの受注によるものが大半を占め、その納期に対応して官公庁等の年度末が含

まれる第２四半期連結累計期間（1月～6月）に売上計上が集中するため、連結会計年度の前半６ヶ月間の売上高と後半

６ヶ月間の売上高の間に著しい相違があり、業績に季節的変動があります。 

  

④退職給付債務について 

当社グループの従業員退職給付債務及び費用は、主として割引率や年金資産の期待運用収益率等の数理計算上で設定

される基礎率に基づいて算出されております。実際の結果が基礎率と相違した場合や基礎率を変更した場合には、その

影響額（数理計算上の差異）はその発生の翌連結会計年度に一括処理することとしておりますが、年金資産の運用利回

りの悪化や超低金利の長期化による割引率の変更等が当社グループの翌連結会計年度の業績に影響を与える可能性があ

ります。また、当社グループが加入する「適格退職年金制度」は、平成24年3月末で廃止されることになりますが、年

金制度の変更等を行う場合は当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があります。 

  

⑤為替変動について 

当社グループは海外事業を行う連結子会社及び海外に拠点を置く連結子会社を有しており、外国為替相場の変動は外

貨建て取引の円貨換算及び外貨建て資産・負債の円貨換算に伴って当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能

性があります。 
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 当社グループは、当社、子会社11社、関連会社２社及びその他の関係会社１社で構成され、水と環境に係るさまざ

まなニーズに応える「水と環境の総合コンサルタント」として、国内・海外の上水道、下水道及び環境・その他に関

連する業務を主な事業内容として行っております。 

  

当社グループの状況は、次のとおりであります。 

  

（当社グループの状況） 

  

(注)1.特定子会社に該当しております。 

2.有価証券報告書を提出しております。 

監査体制充実のため日本ヒューム㈱元専務取締役の久木實氏及び同社常務取締役の坂村博氏が当社の監査役

（非常勤）に就任し、また、管理体制強化のため同社元取締役の熊倉廣行氏が当社に転籍し常務取締役に就任

しております。 

なお、日本ヒューム㈱との取引に重要性はありません。 

3.「議決権の所有（被所有）割合」欄の( )内は、当社の子会社による間接所有割合で、内数であります。 

4.上記の他に、インド国における上下水道拡張計画、水環境改善事業等を主な業務とする非連結子会社のNJS 

ENGINEERS INDIA PVT.LTD.、マレーシア国内の民間業務及び近隣諸国のコンサルティングを主な業務とする非

連結子会社のERINCO INTERNATIONAL SDN.BHD.、フィリピン国においてCADによる設計図等の作成を主な業務と

する非連結子会社のNICCI TECHNOLOGY,INC.、同じくフィリピン国において総合コンサルティングを主な業務

とする関連会社のCEST,INC.及びスリランカ国における上下水道コンサルティングを主な業務とする関連会社

のCEYWATER CONSULTANTS (PVT) LTDの５社がありますが、重要性がないため持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

  

２．企業集団の状況

名     称 住    所 
資本金 

（千円） 

議決権の所有

( 被 所 有 )

割 合 ( % )

(注)3 

主要な事業内容 

（連結子会社） 

㈱エヌジェーエス・ 

イーアンドエム 

  

東京都新宿区 

  

30,000 

  

100.0 

上下水道事業を中心とした地方

自治体の業務管理、経営管理業

務、システム開発業務 

㈱エヌジェーエス・ 

コンサルタンツ (注)1 
東京都新宿区 400,000 100.0 

主に海外における上下水道事

業、環境その他の総合コンサル

ティング業務 

㈱エヌジェーエス・ 

デザインセンター 
東京都新宿区 10,000 100.0 

フィリピン国におけるCADによ

る設計図等の作成業務 

オリオン設計㈱ 東京都台東区 10,000 100.0 
公共施設向け電気設備全般の設

計業務 

NJS CONSULTANTS, INC. 
米国 

アルカディア市 

800 

千米ドル 

100.0 

(100.0) 

米国における技術者採用、 

情報収集等の業務 

B&E ENGINEERS 
米国 

アルカディア市 

507 

千米ドル 

100.0 

(100.0) 

米国における都市開発等の 

コンサルティング業務 

NJS CONSULTANTS 

(OMAN),L.L.C. 

オマーン国 

マスカット市 

100 
千オマーン 

リアル 

100.0 

(100.0) 

オマーン国における上下水道事

業、環境その他の総合コンサル

ティング業務 

CONSORCIO NJS-SOGREAH 

S.A.  

コスタリカ国  

サンホセ市  

1,000
千コロン

100.0

(100.0)

コスタリカ国における環境改善

事業、上下水道事業、その他の

総合コンサルティング業務 

（その他の関係会社） 

日本ヒューム㈱ (注)2 

  

東京都港区 5,251,400 

被所有 

34.4 

コンクリート製品の製造・販

売、諸工事 
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当社グループの事業部門の内容及び部門の関連は、次のとおりであります。 

  

  

（注）各社とも全事業部門の業務を行っております。 

  

取引形態による事業の系統図は、次のとおりであります。 

 
   

事 業 部 門 事    業    内    容 

水 道 
上水道事業に関する企画、調査、計画、設計、工事監理、維持管理及び経営・財政計画等のコン

サルティング業務 

下 水 道 
下水道事業に関する企画、調査、計画、設計、工事監理、維持管理及び経営・財政計画等のコン

サルティング業務 

環境・その他 

公共水域の水質改善、水域環境の保全、水環境基本計画、生活排水、農村・漁村集落排水、河川

環境及び廃棄物等環境・その他に関する業務の企画、調査、計画、設計等のコンサルティング業

務 

区    分 会    社    名 

連 結 子 会 社 

㈱エヌジェーエス・イーアンドエム、㈱エヌジェーエス・コンサルタンツ、 

㈱エヌジェーエス・デザインセンター、オリオン設計㈱、 

NJS CONSULTANTS, INC.、B&E ENGINEERS、NJS CONSULTANTS (OMAN),L.L.C.、 

CONSORCIO NJS-SOGREAH S.A.  

非連結子会社 NJS ENGINEERS INDIA PVT.LTD.、ERINCO INTERNATIONAL SDN.BHD.、NICCI TECHNOLOGY, INC. 

関 連 会 社 CEST,INC.、CEYWATER CONSULTANTS (PVT) LTD. 
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(1）会社の経営の基本方針 

２１世紀は水と環境の世紀であり、当社グループは、人類生存に不可欠である良質な水の供給と快適な生活環境の

保全に、地球規模で貢献することを基本理念としております。 

この基本理念のもと、当社グループは、水と環境の総合コンサルタントとして職業倫理・技術者倫理および企業コ

ンプライアンスの徹底を推進しつつ、長年にわたる技術開発投資の成果である新技術をベースに需要を創出して業務

領域の拡大と深耕を図り、併せて事業領域を拡大し、地球規模での社会資本の整備と水環境保全に貢献する事業活動

を行うことにより、持続可能な発展を継続し、株主・顧客・社会・社員に利益還元を行うことを経営の基本方針とし

ております。 

  

(2）中長期的な会社の経営戦略及び目標とする経営指標 

当社グループは、国内においては国及び地方自治体の公共事業予算が継続的に削減されることが予想される中、

「経営環境の急変化に対応し、持続的に利益を確保する体制を構築する」を利益計画の基本方針とし、内部統制の強

化とコンプライアンスの徹底を堅持しつつ、戦略的業務領域と位置づける下水道アセットマネジメント業務や防災関

連業務等の受注獲得に注力することにより、受注・売上の確保を目指してまいります。 

また、技術本部および経営工学研究所を中心に、他社にない技術である施設情報システムのＡＳＰ化事業の展開を

図り、包括的民間委託業務、履行監視業務への活用を推進し他社との差別化を目指すとともに、ＰＦＩ事業関連で

は、導入可能性調査、アドバイザリー業務に加えて、ＳＰＣとしての参画も事業内容を見極めた上で取組んでまいり

ます。 

さらに、グループ会社間の連携を一層強化し、全国地方自治体の上下水道事業に係る経営管理、企業会計等のマネ

ジメント業務における包括的かつ高度なサービスのニーズに応えるとともに、不動産事業の収益力強化、新規事業の

創出による民需での収益事業の確立、Ｍ＆Ａによる事業領域の拡大を図ってまいります。 

海外においては、当社グループの株式会社エヌジェーエス・コンサルタンツは、海外業務経験30年超、業務実施国

約80ヶ国に及ぶ豊富な経験、確かな技術を駆使し、国際協力機構(JICA)の無償案件や融資案件、また、国際金融機関

であるアジア開発銀行（ADB）、世界銀行（IBRD、IDB 他）等の融資案件や、現地の独自資金による案件についても、

流域環境改善計画や上下水道計画・構想を急務としている諸国を中心として、海外業務人員を増強し、現地密着型の

情報収集活動を行うとともに、海外拠点となる子会社の設立・Ｍ＆Ａ等の積極的な事業展開を行ってまいります。 

これらにより、当社グループは国内の公共投資縮減の影響を最小限にとどめ受注高・売上高の確保を図り、海外業

務においては積極的な営業活動を進めることにより、持続可能な成長を堅持しつつ企業価値の増大を図ることを中長

期の経営戦略としております。 

また、目標とする経営指標につきましては、以下のとおり、平成23年12月期利益計画を定めております。 

  

３．経営方針

 受注高     百万円14,043

 売上高  百万円13,836

 営業利益  百万円992

 経常利益  百万円1,164

 当期純利益  百万円634
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(3）会社の対処すべき課題 

当社グループは、水と環境の総合コンサルタントとしての技術力、技術ツール等を駆使し、事業領域の拡大と持続

可能な成長を堅持するため、具体的な基本施策として次の課題に取り組みます。 

①厚生労働省及び国土交通省が推奨する、上下水道事業におけるアセットマネジメントの全国自治体での導入・実践

を重点営業課題と位置づけ、次の技術的施策により、積極的かつ優れた技術提案を行うことで同業務の受注拡大を

図る。 

・資産管理システムと財務会計システムとの連携による総合的な資産管理業務の提案 

・資産管理システムを活用した長寿命化計画策定支援ツールの開発 

②地震対策関連業務をもう一つの重点営業課題と位置づけ、構造に関する技術力の向上等により、上下水道事業に係

る地震対策業務の受注拡大はもちろん、それ以外の分野への進出を図る。 

③水道業務でのシェア拡大を目指し、民活化支援業務や経営関連業務等の新たな業務領域への対応を進める。 

④当社グループの連携を強化しながら、公共事業の民活化の高まりを受け、自治体の経営・管理関係業務の取組みを

進める。 

⑤株式会社エヌジェーエス・コンサルタンツの海外における豊富な経験・確かな技術を生かし、海外業務体制をより

強固なものにするため人員を確保し、グローバルに上下水道、環境分野での受注拡大を図る。加えて、水資源開

発、灌漑等の新規市場や、官民連携による上下水道整備等の新しい業務形態への積極的な進出、さらに水ビジネス

への各種取組みに参画する。 

⑥教育研修制度の充実等により人材育成を推進する。  

⑦高度化する顧客のニーズに応え、新規業務開拓及び新規業務ソフトの技術開発投資を積極的に推進する。（当連結

会計年度の研究開発費実績241百万円） 

上記のとおり、当社グループは、新しい時代の変革及び国際化に対応した経営戦略を積極的に推進することによ

り、今後も継続すると予想される厳しい経営環境に臨んでまいります。 

   

(4）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。  
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,303,168 5,904,800

受取手形及び完成業務未収入金 1,860,637 1,577,920

未成業務支出金 3,255,339 3,645,880

繰延税金資産 209,155 231,554

その他 411,604 414,094

貸倒引当金 △30,339 △17,932

流動資産合計 11,009,565 11,756,317

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,414,400 2,414,745

減価償却累計額 △1,012,690 △1,084,874

建物及び構築物（純額） 1,401,709 1,329,871

車両運搬具 28,712 29,497

減価償却累計額 △20,740 △19,045

車両運搬具（純額） 7,972 10,452

工具、器具及び備品 198,073 190,560

減価償却累計額 △145,596 △151,402

工具、器具及び備品（純額） 52,476 39,158

土地 1,326,543 1,326,543

有形固定資産合計 2,788,703 2,706,025

無形固定資産   

ソフトウエア 44,070 54,718

電話加入権 18,205 18,205

その他 583 538

無形固定資産合計 62,859 73,463

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1，※2  2,246,390 ※1，※2  2,361,722

長期預金 1,000,000 1,000,000

長期貸付金 40,825 38,799

繰延税金資産 793,845 810,555

前払年金費用 534,452 540,978

保険積立金 1,179,694 982,234

その他 ※1  311,626 ※1  300,924

貸倒引当金 △17,447 △15,198

投資その他の資産合計 6,089,387 6,020,015

固定資産合計 8,940,950 8,799,503

資産合計 19,950,515 20,555,821
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

業務未払金 496,953 461,037

未払法人税等 259,309 253,367

未成業務受入金 1,339,490 1,830,105

賞与引当金 285,829 328,680

受注損失引当金 34,938 45,942

事務所移転費用引当金 － 11,904

その他 701,544 673,527

流動負債合計 3,118,064 3,604,566

固定負債   

長期未払金 154,887 145,548

退職給付引当金 1,678,471 1,649,893

その他 － 2,922

固定負債合計 1,833,358 1,798,364

負債合計 4,951,423 5,402,930

純資産の部   

株主資本   

資本金 520,000 520,000

資本剰余金 300,120 300,120

利益剰余金 14,702,070 14,923,520

自己株式 △159,797 △159,797

株主資本合計 15,362,393 15,583,843

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △342,034 △401,239

為替換算調整勘定 △21,266 △29,713

評価・換算差額等合計 △363,300 △430,952

純資産合計 14,999,092 15,152,890

負債純資産合計 19,950,515 20,555,821
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 14,141,841 14,063,542

売上原価 10,021,036 ※1  9,976,874

売上総利益 4,120,804 4,086,667

販売費及び一般管理費   

役員報酬 303,695 315,463

給料及び手当 978,085 889,305

賞与 308,494 284,768

賞与引当金繰入額 103,056 108,272

退職給付費用 70,676 41,019

法定福利及び厚生費 160,084 163,805

旅費及び交通費 122,950 114,408

賃借料 121,939 109,331

減価償却費 39,492 35,736

貸倒引当金繰入額 12,720 －

貸倒損失 － 6,065

研究開発費 ※2  273,581 ※2  241,203

その他 761,298 735,574

販売費及び一般管理費合計 3,256,075 3,044,955

営業利益 864,729 1,041,711

営業外収益   

受取利息 17,847 9,022

受取配当金 63,115 64,526

受取賃貸料 8,538 9,625

保険返戻金 36,930 16,663

その他 18,014 9,010

営業外収益合計 144,446 108,848

営業外費用   

支払利息 ※3  1,316 －

為替差損 7,815 99,514

営業外費用合計 9,131 99,514

経常利益 1,000,043 1,051,045
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※4  2,164 －

投資有価証券売却益 － 2,677

貸倒引当金戻入額 10,250 1,781

受取和解金 － 26,858

特別利益合計 12,414 31,316

特別損失   

固定資産除売却損 ※5  2,064 ※5  4,009

関係会社株式評価損 3,569 －

事務所移転費用引当金繰入額 － 11,904

特別損失合計 5,634 15,914

税金等調整前当期純利益 1,006,823 1,066,448

法人税、住民税及び事業税 460,917 445,524

法人税等調整額 △52,087 1,552

法人税等合計 408,829 447,077

当期純利益 597,994 619,370
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 520,000 520,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 520,000 520,000

資本剰余金   

前期末残高 300,120 300,120

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 300,120 300,120

利益剰余金   

前期末残高 14,501,996 14,702,070

当期変動額   

剰余金の配当 △397,920 △397,920

当期純利益 597,994 619,370

当期変動額合計 200,074 221,450

当期末残高 14,702,070 14,923,520

自己株式   

前期末残高 △159,797 △159,797

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △159,797 △159,797

株主資本合計   

前期末残高 15,162,319 15,362,393

当期変動額   

剰余金の配当 △397,920 △397,920

当期純利益 597,994 619,370

当期変動額合計 200,074 221,450

当期末残高 15,362,393 15,583,843
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △1,703 △342,034

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △340,330 △59,204

当期変動額合計 △340,330 △59,204

当期末残高 △342,034 △401,239

為替換算調整勘定   

前期末残高 △22,611 △21,266

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,345 △8,447

当期変動額合計 1,345 △8,447

当期末残高 △21,266 △29,713

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △24,315 △363,300

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △338,984 △67,652

当期変動額合計 △338,984 △67,652

当期末残高 △363,300 △430,952

純資産合計   

前期末残高 15,138,003 14,999,092

当期変動額   

剰余金の配当 △397,920 △397,920

当期純利益 597,994 619,370

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △338,984 △67,652

当期変動額合計 △138,910 153,798

当期末残高 14,999,092 15,152,890
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,006,823 1,066,448

減価償却費 125,827 111,949

受取利息及び受取配当金 △80,962 △73,549

支払利息 1,316 －

為替差損益（△は益） 7,815 65,584

保険返戻金 △36,930 △16,663

受取手形及び完成業務未収入金の増減額（△は増
加）

△392,263 272,984

未成業務支出金の増減額（△は増加） △219,045 △390,540

前払費用の増減額（△は増加） △17,334 12,294

前払年金費用の増減額（△は増加） △240,537 △6,525

業務未払金の増減額（△は減少） 29,407 △35,916

未成業務受入金の増減額（△は減少） 616,365 490,614

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,848 △12,209

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,729 42,851

退職給付引当金の増減額（△は減少） 244,530 △28,578

長期未払金の増減額（△は減少） △30,282 △9,272

その他 △27,606 △29,426

小計 987,005 1,460,045

利息及び配当金の受取額 82,399 73,055

法人税等の還付額 31,827 12,699

法人税等の支払額 △387,709 △450,183

営業活動によるキャッシュ・フロー 713,522 1,095,618

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △55,008 △29,246

有形固定資産の売却による収入 2,728 －

無形固定資産の取得による支出 △9,929 △21,494

有価証券の償還による収入 200,000 －

投資有価証券の取得による支出 △22,881 △217,021

投資有価証券の売却による収入 10,000 4,500

貸付金の回収による収入 1,010 761

保険積立金の払戻による収入 396,712 214,586

敷金及び保証金の差入による支出 △25,547 △28,089

敷金及び保証金の回収による収入 26,898 42,658

投資活動によるキャッシュ・フロー 523,984 △33,344

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △397,356 △396,888

財務活動によるキャッシュ・フロー △397,356 △396,888

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,311 △63,752

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 830,838 601,632

現金及び現金同等物の期首残高 4,472,330 5,303,168

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  5,303,168 ※1  5,904,800
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 該当事項はありません。  

   

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社は、㈱エヌジェーエス・イ

ーアンドエム、㈱エヌジェーエス・コン

サルタンツ、㈱エヌジェーエス・デザイ

ンセンター及びオリオン設計㈱の国内４

社並びにNJS CONSULTANTS,INC、

B&E ENGINEERS及びNJS CONSULTANTS

(OMAN),L.L.C.の海外３社の計７社であ

ります。 

 なお、株式会社サン・コンサルタンツ

は平成21年10月26日に清算結了したた

め、連結の範囲から除外しております。 

(1)連結子会社は、㈱エヌジェーエス・イ

ーアンドエム、㈱エヌジェーエス・コン

サルタンツ、㈱エヌジェーエス・デザイ

ンセンター及びオリオン設計㈱の国内４

社並びにNJS CONSULTANTS,INC、

B&E ENGINEERS、NJS CONSULTANTS

(OMAN),L.L.C.及びCONSORCIO NJS-

SOGREAH S.A.の海外４社の計８社であり

ます。 

 なお、CONSORCIO NJS-SOGREAH S.A.は

新たに設立したため、連結の範囲に含め

ております。 

  (2)非連結子会社の名称等 

 NJS ENGINEERS INDIA PVT.LTD. 

 ERINCO INTERNATIONAL SDN.BHD. 

 NICCI TECHNOLOGY, INC.  

(2)非連結子会社の名称等 

 NJS ENGINEERS INDIA PVT.LTD. 

 ERINCO INTERNATIONAL SDN.BHD. 

 NICCI TECHNOLOGY, INC.  

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結子会社

３社及び関連会社（㈱グローバル・グル

ープ21ジャパン、CEST,INC.、CEYWATER 

CONSULTANTS(PVT)LTD.）は、当期純損益

及び利益剰余金等からみて、持分法の対

象から除いても連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

 持分法を適用していない非連結子会社

３社及び関連会社（CEST,INC.、

CEYWATER CONSULTANTS(PVT)LTD.）は、

当期純損益及び利益剰余金等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

     

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

(イ)満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

イ 有価証券 

(イ)    ―――――― 

  (ロ)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法  

(ロ)子会社株式及び関連会社株式 

同左  

  (ハ)その他有価証券 

① 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）   

(ハ)その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

  ② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② 時価のないもの 

同左 

  ロ たな卸資産 

未成業務支出金 

個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下によ

る簿価切り下げの方法により算定) 

ロ たな卸資産 

未成業務支出金  

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。  

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。  

  建物及び構築物 ８年～50年 

車両運搬具 ４年 

工具、器具及び備品 ３年～15年 

建物及び構築物 ８年～50年 

車両運搬具 ４年 

工具、器具及び備品 ３年～20年 

  ロ 無形固定資産 

 ソフトウエア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ハ     ――――――  

  

ハ リース資産  

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

  ニ 長期前払費用 

定額法 

ニ 長期前払費用 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

(3）重要な引当金の計上

基準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。  

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額基準による当連結会計年度

負担額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 受注損失引当金 

 受注業務における将来の損失に備え

るため、将来の損失が見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に見積り可能

な受注業務にかかる損失について、損

失発生見込額を計上しております。 

ハ 受注損失引当金 

同左 

  ニ      ――――――  ニ 事務所移転費用引当金 

事務所移転に伴い発生する損失に備

えるため、合理的に見積ることの出来

る額を計上しております。  

  ホ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、数理計算上の差異は、発生年

度の翌期において全額一括処理してお

ります。 

 また、退職給付水準の改定に伴う過

去勤務債務（債務の減額）について

は、発生年度の従業員の平均残存勤務

期間（15.0年）で定額法により処理し

ております。 

 なお、当社及び連結子会社である㈱

エヌジェーエス・コンサルタンツの執

行役員に対する退職慰労引当金を含ん

でおります。執行役員部分について

は、執行役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当連結会計年

度末要支給見込額を計上しておりま

す。 

ホ 退職給付引当金 

同左 

(4）消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

 未成業務支出金については、従来、個別法による原価

法によっておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日）が適用されたことに伴い、個別法によ

る原価法（貸借対照表価額については収益性の低下によ

る簿価切り下げの方法）により算定しております。 

 この変更による損益への影響はありません。  

――――――  

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する取扱い） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。 

 この変更による損益への影響はありません。  

――――――  

（リース取引に関する会計基準等） 

 当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改定））及び「リ

ース取引に関する企業基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改定））を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

 この変更が連結財務諸表に与える影響はありません。

――――――  
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に係る注記 

各科目に含まれている非連結子会社及び関連会

社に対するものは、次のとおりであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に係る注記 

各科目に含まれている非連結子会社及び関連会

社に対するものは、次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 千円34,305

その他投資（出資金） 千円1,808

投資有価証券（株式） 千円31,875

その他投資（出資金） 千円1,808

※２．担保資産 ※２．担保資産 

投資有価証券 千円500 投資有価証券 千円500

 上記資産は、業務の履行を保証するために担

保に供しております。 

 上記資産は、業務の履行を保証するために担

保に供しております。 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１．       ────── 

  

※１．売上原価に含まれる受注損失引当金繰入額 

千円  11,004

※２．一般管理費に含まれる研究開発費 

千円  

 なお、売上原価には含まれておりません。 

273,581

※２．一般管理費に含まれる研究開発費 

千円  

 なお、売上原価には含まれておりません。 

241,203

※３．支払利息は、海外業務における前受金利息であり  

ます。 

※３．       ────── 

※４．固定資産売却益の内訳  ※４．       ────── 

  車両運搬具売却益   千円1,577

  工具、器具及び備品売却益   千円586

       

        

※５．固定資産除売却損の内訳 ※５．固定資産除売却損の内訳 

 車両運搬具除却損         千円248

 工具、器具及び備品除売却損       千円1,380

 ソフトウエア除却損         千円435

 建物除却損 千円1,572

 工具、器具及び備品除売却損 千円2,437

      

日本上下水道設計㈱（2325）　平成22年12月期　決算短信

21



前連結会計年度（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  100,480  －  －  100,480

合計  100,480  －  －  100,480

自己株式         

普通株式  1,000  －  －  1,000

合計  1,000  －  －  1,000

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年3月27日 

定時株主総会 
普通株式  198,960  2,000 平成20年12月31日 平成21年3月30日 

平成21年8月13日 

取締役会 
普通株式  198,960  2,000 平成21年6月30日 平成21年9月11日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年3月26日 

定時株主総会 
普通株式  198,960 利益剰余金   2,000 平成21年12月31日 平成22年3月29日
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当連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  上記の事項については次のとおり付議いたします。  

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  100,480  －  －  100,480

合計  100,480  －  －  100,480

自己株式         

普通株式  1,000  －  －  1,000

合計  1,000  －  －  1,000

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年3月26日 

定時株主総会 
普通株式  198,960  2,000 平成21年12月31日 平成22年3月29日 

平成22年8月3日 

取締役会 
普通株式  198,960  2,000 平成22年6月30日 平成22年9月10日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年3月25日 

定時株主総会 
普通株式  198,960 利益剰余金   2,000 平成22年12月31日 平成23年3月28日

日本上下水道設計㈱（2325）　平成22年12月期　決算短信

23



  

前連結会計年度（平成21年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）  有価証券の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が、取得価額の50％以上下落している全ての銘

柄、並びに最近２年間の連結会計年度末及び中間（第２四半期）連結会計期間末の時価の平均額が、取得価額

の30％以上50％未満下落している銘柄を減損処理の対象としております。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券の内訳 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内訳 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在） 

  

  （千円）

現金及び預金勘定  5,303,168

現金及び現金同等物  5,303,168

  （千円）

現金及び預金勘定  5,904,800

現金及び現金同等物  5,904,800

（有価証券関係）

  取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
      

株式  14,481  34,081  19,599

小計  14,481  34,081  19,599

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
      

株式  2,775,124  2,167,131  △607,993

小計  2,775,124  2,167,131  △607,993

合計  2,789,606  2,201,212  △588,393

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

 10,000  －  －

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式  10,800

非上場外国債券  72
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当連結会計年度（平成22年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）  有価証券の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が、取得価額の50％以上下落している全ての銘

柄、並びに最近２年間の連結会計年度末及び中間（第２四半期）連結会計期間末の時価の平均額が、取得価額

の30％以上50％未満下落している銘柄を減損処理の対象としております。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券の内訳 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内訳 

  

  取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
      

株式  285,418  313,010  27,591

小計  285,418  313,010  27,591

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
      

株式  2,721,209  2,005,357  △715,852

小計  2,721,209  2,005,357  △715,852

合計  3,006,627  2,318,367  △688,260

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

 4,500  2,677  －

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式  11,407

非上場外国債券  72
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（退職給付関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 全従業員を対象に退職一時金制度を採用しておりま

す。また、平成５年９月１日より定年退職者を受給対象

として退職金の60％相当分について適格退職年金制度を

採用しております。 

 なお、平成13年10月１日付で、退職一時金制度にポイ

ント制を導入したことにより、過去勤務債務（債務の減

額）が発生しております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

同左 

２．退職給付債務に関する事項    （単位：千円） ２．退職給付債務に関する事項    （単位：千円） 

(1)退職給付債務  △2,399,414

(2)年金資産  1,658,263

(3)未積立退職給付債務(1)＋(2)  △741,150

(4)未認識数理計算上の差異  △16,226

(5)未認識過去勤務債務（債務の減額）  △386,641

(6)連結貸借対照表計上額純額 

(3)＋(4)＋(5) 
 △1,144,019

(7)前払年金費用  534,452

(8)退職給付引当金(6)－(7)  △1,678,471

(1)退職給付債務  △2,481,021

(2)年金資産  1,612,919

(3)未積立退職給付債務(1)＋(2)  △868,102

(4)未認識数理計算上の差異  90,458

(5)未認識過去勤務債務（債務の減額）  △331,271

(6)連結貸借対照表計上額純額 

(3)＋(4)＋(5) 
 △1,108,915

(7)前払年金費用  540,978

(8)退職給付引当金(6)－(7)  △1,649,893

３．退職給付費用に関する事項     （単位：千円) ３．退職給付費用に関する事項     （単位：千円) 

退職給付費用  189,399

(1)勤務費用  149,472

(2)利息費用  55,112

(3)期待運用収益（減算）  －

(4)過去勤務債務の収益処理額  △55,370

(5)数理計算上の差異の費用処理額  40,185

退職給付費用  126,768

(1)勤務費用  146,874

(2)利息費用  51,491

(3)期待運用収益（減算）  －

(4)過去勤務債務の収益処理額  △55,370

(5)数理計算上の差異の収益処理額  △16,226

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1)割引率  ％ 2.50

(2)期待運用収益率  ％ 0.00

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4)過去勤務債務の処理年数 15.0年 

(5)数理計算上の差異の処理年数   

発生年度の翌年度に一括して処理 

(1)割引率  ％ 2.00

(2)期待運用収益率  ％ 0.00

(3)退職給付見込額の期間配分方法 同左 

(4)過去勤務債務の処理年数 年 15.0

(5)数理計算上の差異の処理年数   

                    同左 

  （追加情報）  

   期首時点の計算において適用した割引率は2.5％であ

りましたが、期末時点において再検討した結果、割引率

の変更により退職給付債務の額に影響を及ぼすと判断

し、割引率を2.0％に変更しております。  
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因内訳 

  （単位：千円）

（流動資産）   

繰延税金資産   

賞与引当金  115,466

未払社会保険料  14,305

未成業務支出金評価損  10,915

未払事業税   20,111

受注損失引当金   14,216

その他  38,639

繰延税金資産小計  213,654

評価性引当額  △4,499

繰延税金資産合計   209,155

（固定資産）   

繰延税金資産   

退職給付引当金  458,136

長期未払金  60,538

固定資産評価損  141,098

投資有価証券評価損   9,001

減価償却費   19,583

その他有価証券評価差額金   245,656

その他  25,693

繰延税金資産小計  959,708

評価性引当額  △165,862

繰延税金資産合計  793,845

  （単位：千円）

（流動資産）   

繰延税金資産   

賞与引当金  132,533

未払社会保険料  16,746

未成業務支出金評価損  4,652

未払事業税   18,082

受注損失引当金   18,694

その他  43,789

繰延税金資産小計  234,498

評価性引当額  △2,943

繰延税金資産合計   231,554

（固定資産）   

繰延税金資産   

退職給付引当金  443,749

長期未払金  56,431

固定資産評価損  141,098

投資有価証券評価損   8,086

減価償却費   14,768

その他有価証券評価差額金   286,318

その他  30,621

繰延税金資産小計  981,074

評価性引当額  △170,518

繰延税金資産合計  810,555

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

の差異の原因となった主な項目別の内訳   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

の差異の原因となった主な項目別の内訳   

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。   

同左 
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前連結会計年度（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日）及び当連結会計年度（自平成22年１月１日 至

平成22年12月31日） 

 当社並びに連結子会社は、水と環境の総合コンサルタントとして、主にコンサルタント事業を行っており、

当該事業以外の事業の種類は重要性がないため事業の種類別セグメントは作成しておりません。 

  

前連結会計年度（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日）及び当連結会計年度（自平成22年１月１日 至

平成22年12月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日） 

  

当連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

 (1)アジア………フィリピン、スリランカ、パキスタン、インド、マレーシア、ベトナム、インドネシア、 

・オセアニア  ネパール、カンボジア、バングラデシュ、カザフスン、パプアニューギニア 

 (2)アフリカ……モーリシャス、タンザニア、リビア、ケニア、ギニア、ルワンダ、カーボヴェルデ 

 (3)中東…………レバノン、オマーン、クウェート、カタール、アラブ首長国連邦、イラク 

 (4)中南米………ペルー、メキシコ、ジャマイカ 

 (5)北米…………アメリカ合衆国 

 (6)その他………マケドニア 

３．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

  
アジア・ 
オセアニア 

アフリカ 中東 中南米 北米  その他 計

Ⅰ 海外売上高 

  （千円） 
 1,920,749  638,762  647,741  695,527  108,225  9,745  4,020,751

Ⅱ 連結売上高 

  （千円） 
 －  －  －  －  －  －  14,141,841

Ⅲ 海外売上高の連結売

上高に占める割合

（％） 

 13.5  4.5  4.6  4.9  0.8  0.1  28.4

  
アジア・ 
オセアニア 

アフリカ 中東 中南米 北米  その他 計

Ⅰ 海外売上高 

  （千円） 
 2,398,061  757,829  639,448  405,298  87,786  －  4,288,424

Ⅱ 連結売上高 

  （千円） 
 －  －  －  －  －  －  14,063,542

Ⅲ 海外売上高の連結売

上高に占める割合

（％） 

 17.0  5.4  4.6  2.9  0.6  －  30.5
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（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

リース取引、関連当事者との取引、金融商品、デリバティブ取引及び賃貸等不動産に関する注記事項について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略します。 

  

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額（円）  150,774.96  152,320.98

１株当たり当期純利益（円）  6,011.20  6,226.08

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、新株予約権付

社債等潜在株式がないため、記載し

ておりません。 

同左 

  
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

純資産の部の合計額（千円）  14,999,092  15,152,890

純資産の部の合計額から控除する金額 

（千円） 
 －  －

普通株式に係る期末の純資産額（千円）  14,999,092  15,152,890

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株） 
 99,480  99,480

  
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

当期純利益（千円）  597,994  619,370

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  597,994  619,370

普通株式の期中平均株式数（株）  99,480  99,480

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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 (1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当社グループは、水と環境の総合コンサルタントとして、主にコンサルタント事業を行っており、当該事

業以外の事業の種類は重要性がないため事業の種類別セグメントは作成しておりません。 

２．当社グループの業務は、業務の性格上生産として把握することが困難であるため販売実績を記載しており

ます。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度の受注実績を事業部門別及び国内・海外区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当社グループは、水と環境の総合コンサルタントとして、主にコンサルタント事業を行っており、当該事

業以外の事業の種類は重要性がないため事業の種類別セグメントは作成しておりません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

５．生産、受注及び販売の状況

事業部門 

当連結会計年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

水道  4,771,976  14.6

下水道  8,038,515  △8.5

環境・その他  1,253,049  5.5

合計  14,063,542  △0.6

事業部門 

当連結会計年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

水道  6,236,378  49.2  7,613,468  23.8

下水道  8,792,080  △1.0  8,369,640  9.9

環境・その他  824,109  △25.3  595,585  △35.0

合計  15,852,567  11.9  16,578,694  12.9

国内・海外区分 

当連結会計年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

国内  9,366,751  △5.9  7,599,094  △3.7

海外  6,485,816  53.9  8,979,599  32.3

合計  15,852,567  11.9  16,578,694  12.9
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(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当社グループは、水と環境の総合コンサルタントとして、主にコンサルタント事業を行っており、当該事

業以外の事業の種類は重要性がないため事業の種類別セグメントは作成しておりません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当連結会計年度の販売実績を地域別に示すと、次のとおりであります。 

４．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

５．前連結会計年度及び当連結会計年度における主な相手先別販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する

割合は次のとおりであります。  

６．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 

当連結会計年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

水道  4,771,976  14.6

下水道  8,038,515  △8.5

環境・その他  1,253,049  5.5

合計  14,063,542  △0.6

地域 

当連結会計年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

売上高（千円） 構成比（％） 

北海道  1,187,868  8.5

東北  520,268  3.7

関東  2,078,078  14.8

中部  2,815,461  20.0

近畿  837,203  6.0

中国  823,316  5.8

四国  301,272  2.1

九州  1,211,648  8.6

小計  9,775,117  69.5

海外  4,288,424  30.5

計  14,063,542  100.0

相手先 

前連結会計年度
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本下水道事業団   1,599,598  11.3  1,652,189  11.7
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６．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

預金 4,524,882 4,795,931

完成業務未収入金 1,336,895 1,107,793

未成業務支出金 1,541,949 1,581,057

前払費用 33,406 29,241

繰延税金資産 186,445 202,276

その他 29,079 29,405

貸倒引当金 △7,875 －

流動資産合計 7,644,783 7,745,707

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,379,820 2,380,165

減価償却累計額 △981,173 △1,052,871

建物（純額） 1,398,646 1,327,293

構築物 33,652 33,652

減価償却累計額 △31,251 △31,633

構築物（純額） 2,401 2,019

車両運搬具 － 3,630

減価償却累計額 － △121

車両運搬具（純額） － 3,509

工具、器具及び備品 150,209 147,114

減価償却累計額 △106,992 △113,632

工具、器具及び備品（純額） 43,216 33,481

土地 1,326,543 1,326,543

有形固定資産合計 2,770,808 2,692,847

無形固定資産   

ソフトウエア 31,772 45,832

電話加入権 16,998 16,998

その他 583 538

無形固定資産合計 49,353 63,369

投資その他の資産   

投資有価証券 2,177,453 2,069,910

関係会社株式 478,720 703,352

関係会社長期貸付金 860,000 837,000

長期預金 1,000,000 1,000,000

長期前払費用 9,580 7,853

繰延税金資産 695,702 712,256

前払年金費用 534,452 540,978

敷金及び保証金 275,467 240,023

保険積立金 1,177,043 979,120

貸倒引当金 △30,000 △30,000

投資その他の資産合計 7,178,419 7,060,495

固定資産合計 9,998,580 9,816,713

資産合計 17,643,364 17,562,420
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

業務未払金 470,551 370,411

リース債務 － 762

未払金 208,731 204,138

未払費用 36,481 42,593

未払法人税等 189,227 211,654

未払消費税等 92,449 41,451

未成業務受入金 92,748 62,464

預り金 190,216 183,585

前受収益 721 277

賞与引当金 280,861 323,766

受注損失引当金 34,938 45,942

事務所移転費用引当金 － 11,904

その他 10,983 10,681

流動負債合計 1,607,909 1,509,634

固定負債   

リース債務 － 2,922

長期未払金 92,082 81,988

退職給付引当金 1,492,340 1,461,148

固定負債合計 1,584,422 1,546,058

負債合計 3,192,331 3,055,692

純資産の部   

株主資本   

資本金 520,000 520,000

資本剰余金   

資本準備金 300,120 300,120

資本剰余金合計 300,120 300,120

利益剰余金   

利益準備金 38,500 38,500

その他利益剰余金   

別途積立金 13,170,000 13,170,000

繰越利益剰余金 922,222 1,037,187

利益剰余金合計 14,130,722 14,245,687

自己株式 △159,797 △159,797

株主資本合計 14,791,045 14,906,010

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △340,012 △399,282

評価・換算差額等合計 △340,012 △399,282

純資産合計 14,451,032 14,506,728

負債純資産合計 17,643,364 17,562,420
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 9,956,961 9,640,710

売上原価 6,652,308 6,515,808

売上総利益 3,304,653 3,124,902

販売費及び一般管理費   

役員報酬 170,160 172,950

給料及び手当 822,765 735,385

賞与 276,174 243,351

賞与引当金繰入額 101,788 106,636

退職給付費用 59,452 34,506

法定福利及び厚生費 127,636 133,755

業務委託費 98,561 84,023

旅費及び交通費 74,740 56,961

賃借料 102,172 96,385

減価償却費 34,462 31,079

貸倒引当金繰入額 7,875 －

貸倒損失 － 6,065

研究開発費 273,281 241,203

その他 432,899 399,382

販売費及び一般管理費合計 2,581,968 2,341,686

営業利益 722,685 783,215

営業外収益   

受取利息 17,906 9,424

有価証券利息 874 －

受取配当金 63,097 63,298

受取賃貸料 14,559 19,090

保険返戻金 36,930 16,663

その他 12,661 13,473

営業外収益合計 146,028 121,950

経常利益 868,714 905,165

特別利益   

子会社清算益 31,968 －

特別利益合計 31,968 －

特別損失   

固定資産除売却損 1,222 3,941

事務所移転費用引当金繰入額 － 11,904

特別損失合計 1,222 15,846

税引前当期純利益 899,459 889,319

法人税、住民税及び事業税 392,305 368,157

法人税等調整額 △30,783 8,277

法人税等合計 361,521 376,435

当期純利益 537,937 512,884
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 520,000 520,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 520,000 520,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 300,120 300,120

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 300,120 300,120

資本剰余金合計   

前期末残高 300,120 300,120

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 300,120 300,120

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 38,500 38,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 38,500 38,500

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 13,170,000 13,170,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,170,000 13,170,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 782,205 922,222

当期変動額   

剰余金の配当 △397,920 △397,920

当期純利益 537,937 512,884

当期変動額合計 140,017 114,964

当期末残高 922,222 1,037,187

利益剰余金合計   

前期末残高 13,990,705 14,130,722

当期変動額   

剰余金の配当 △397,920 △397,920

当期純利益 537,937 512,884

当期変動額合計 140,017 114,964

当期末残高 14,130,722 14,245,687
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

自己株式   

前期末残高 △159,797 △159,797

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △159,797 △159,797

株主資本合計   

前期末残高 14,651,028 14,791,045

当期変動額   

剰余金の配当 △397,920 △397,920

当期純利益 537,937 512,884

当期変動額合計 140,017 114,964

当期末残高 14,791,045 14,906,010

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △287 △340,012

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △339,725 △59,269

当期変動額合計 △339,725 △59,269

当期末残高 △340,012 △399,282

純資産合計   

前期末残高 14,650,740 14,451,032

当期変動額   

剰余金の配当 △397,920 △397,920

当期純利益 537,937 512,884

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △339,725 △59,269

当期変動額合計 △199,707 55,695

当期末残高 14,451,032 14,506,728
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 該当事項はありません。  

   

(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

  該当事項はありません。 

② その他の役員の異動 

 １．新任取締役候補 

  取 締 役  大川内 稔（現 日本ヒューム株式会社 常務取締役） 

２．退任予定取締役 

  常務取締役  熊倉 廣行 

３．新任監査役候補 

  常勤監査役  吉原 哲二（現 内部監査部長兼法務部長） 

  監 査 役  池田  力（現 沖電線株式会社 常勤監査役、株式会社オーバル 監査役）   

４．退任予定監査役 

  常勤監査役  奥井 英夫 

  監 査 役  岡部  滋 

（注）新任取締役候補者大川内 稔氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。また、新任監査役

候補者池田 力氏および退任予定監査役岡部 滋氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

③ 就任予定日 

 平成23年３月25日  

      

(4)継続企業の前提に関する注記

７．その他
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